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平成 22 年 6 月 30 日 
企業会計基準委員会 

 
改正実務対応報告第 5号 

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する

当面の取扱い（その 1）」及び 
改正実務対応報告第 7号 

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する

当面の取扱い（その 2）」の公表 
 

公表にあたって 
 

企業会計基準委員会は、平成 22 年度税制改正における連結納税制度等の一部改正を受けて、

これまで公表した連結納税制度に関する実務対応報告の見直しを検討してまいりました。 

今般、平成 22 年 6 月 24 日の第 204 回企業会計基準委員会において、標記の改正実務対応

報告第 5 号「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その 1）」

（以下「その 1」という。）及び改正実務対応報告第 7 号「連結納税制度を適用する場合の

税効果会計に関する当面の取扱い（その 2）」（以下「その 2」という。また、その 1と合わ

せて「改正実務対応報告」という。）の公表が承認されましたので、本日公表いたします。 

 

改正実務対応報告につきましては、平成22年5月20日に公開草案を公表し、広くコメント

の募集を行った後、当委員会において寄せられたコメントを検討し、公開草案の修正を行っ

た上で公表するに至ったものです。 
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改正実務対応報告の概要 
以下の概要は、改正実務対応報告の内容を要約したものです。 

 

 特定連結欠損金制度創設に伴う改正 

従来、連結納税制度の適用の開始又は連結納税への新規加入がなされる際には、連結納

税移行前に連結納税子会社で発生した繰越欠損金は失効していたが、平成 22 年度税制改

正により、所定の要件を満たす連結子法人（特定連結子法人）における個別繰越欠損金

のうち所定の要件を満たすもの（特定連結欠損金）は、連結納税制度への移行後も引き

続き損金算入できることになった。本公開草案は、繰延税金資産の回収可能性の判定に

ついての基本的な考え方は従来どおりとしつつ、税制改正に伴う以下の事項等について

明らかにしている。 

 

 連結欠損金に特定連結欠損金が含まれている場合の連結財務諸表における当該連

結欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性の判定（その 1Ｑ1及びＱ4） 

連結納税主体を一体として回収可能性を判断するが、その際には連結納税主体

の連結所得見積額と各連結納税会社の個別所得見積額の両方を考慮する。 

 連結欠損金に特定連結欠損金が含まれている場合の個別財務諸表における当該連

結欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性の判定（その 2Ｑ1、Ｑ2、Ｑ3、設例 2-2

及び設例 2-3） 

連結納税主体の連結所得見積額及び各連結納税会社の個別所得見積額を考慮

する。 

 

また、繰延税金資産の回収可能性の判断に際しての、各連結納税会社における回収可能

見込額の合計額と連結納税主体における回収可能見込額とが相違する場合の取扱いにつ

いては、連結欠損金に係る繰延税金資産には適用せず、将来減算一時差異に係る繰延税

金資産に関してのみ適用することを明らかにしている（その 2Ｑ4及び設例 4）。 

 

 完全支配関係にある内国法人間の資産の譲渡損益の繰延に関する取扱いの改正（その 1

Ｑ5） 

従来、連結納税制度を適用している場合にのみ完全支配関係にある会社間の資産の譲

渡による損益の繰延が求められていたが、平成 22 年度税制改正において、連結納税制度

を適用していないが完全支配関係にある国内会社間の取引に対しても、同様の譲渡損益

の繰延が求められることになったことに伴い、所要の改正を行っている。 
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 事業年度の途中で完全支配関係が生じた場合の、連結納税への加入の効力発生日の特例

制度の創設に伴う改正（その 1Ｑ9） 

連結納税加入の効力発生日は、従来、その完全支配関係が生じた日（加入日）であった

が、平成 22 年度税制改正において完全支配関係が生じた日後最初の月次決算日の翌日を

効力発生日とすることが認められることとなったことに伴い、所要の改正を行っている。 

 

 連結納税制度の承認申請提出期限の短縮化に伴う改正（その 1Ｑ15） 

従来、連結納税の承認申請書の提出期限は事業年度開始の日の 6か月前の日であったが、

平成 22 年度税制改正において 3か月前の日に短縮され、関連して新設親法人の承認期限

も短縮されたこと等に伴い、所要の改正を行っている。 

 

 実務対応報告第 4号の廃止（その 1Ｑ12-2 及びＱ16） 

連結納税制度導入初年度における経過的な取扱いを示した実務対応報告第 4号「連結納

税制度を適用する場合の中間財務諸表等における当面の取扱い」を廃止し、併せてその 1

Ｑ12-2 に、その一部の内容を四半期財務諸表における取扱いに置き直した形で引き継ぐ

等の改正を行っている。 

 

 個別財務諸表における法人税額の取扱いの明確化（その 1Ｑ17） 

平成 22 年度税制改正において完全支配関係のある内国法人間の寄付金取引は益金不算

入及び損金不算入となったことに伴い、連結納税会社間で連結法人税の個別帰属額の金

銭の授受が行われない場合でも、寄付金として課税されないこととなった。改正実務対

応報告では、当該税制改正後も従来どおり各連結納税会社の連結法人税個別帰属額を「法

人税、住民税及び事業税」に含めるとともに、連結納税子会社の連結法人税個別帰属額

を連結納税親会社と連結納税子会社の間の未収入金（未払金）及び未払金（未収入金）

として計上することとしている。 

 

 適用時期等 

 改正実務対応報告は、平成 22 年 6 月 30 日以後終了する事業年度末及び四半期会計

期間末より適用する。ただし、平成 22 年 6 月 30 日より前に終了する事業年度末及

び四半期会計期間末より適用することができる。 

 改正実務対応報告の適用は、会計方針の変更とは取り扱わない。 

 

以 上 


